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LOGISTICS

ISSUE
各企業が自助努力を行っているが、企業単体では解決不可能

【トラック積載効率の推移】

約２倍の差

約25％低下

約500時間の差

2017年 2020年 2028年

需要 1,090,701人 1,127,246人 1,174,508人

供給 987,458人 983,188人 896,436人

不足 ▲103,243人 ▲144,058人 ▲278,072人

【トラックドライバー需給の将来予測】 約２倍の差

【貨物一件あたりの貨物量の推移】 【物流件数の推移（貨物一件あたりの貨物量別）】
（トン／件）

約２.5倍の差
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【1運行あたりの荷待ち時間の分布】

【1運行の平均拘束時間とその内訳】（荷待ち時間の有無別）

「荷待ち時間がある運行」（46.0％）

「荷待ち時間がない運行」（54.0％）

13:27 ■点検等
■運転
■手待
■荷役
■付帯他
■休憩
■不明11:34

平均拘束時間

約２時間の差

人手不足

ニーズの多様化

独特の商習慣
出典：国土交通省「全国貨物流動調査（物流センサス）」より 国土交通省物流政策課作成

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」より

出典：「自動車統計輸送年報」国土交通省総合政策局情報政策本部より

出典：公益社団法人鉄道貨物協会 平成30年度 本部委員会報告書より

出典：トラック輸送状況の実態調査(H27)

我が国が掲げる物流課題(資料１)
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生
産
性
向
上
効
果

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年以降

個社単体で達成可能な領域
（部分最適）

保管・作業
効率向上

業界VAN
等EDI化

一部メーカー
物流統合

自動化

個社だけで達成不可能な領域

（全体最適）

SDGs達成に向け、部分最適から全体最適へ、国策レベルのシフトが必要

メーカーDB 卸DB 小売DB

一気通貫でのデータ見える化

データの蓄積

SHIFT

共同配送

共同倉庫

AI・予測最適化

無人化

部分最適から全体最適へ(資料２)

https://www.f-line.tokyo.jp/
https://www.jd-net.org/
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E
業界研究開発

F
業界

G
業界

C
業界

B
業界

D
業界

物流・商流データ基盤

Society5.0

スマート物流サービス
プラットフォーム

フィジカル
インターネット

商品の
安全・安心
の提供

廃棄ロス削減 省力化・省人化

A
業界

サスティナブルな
物流・商流

BIG
DATA

Sandbox

(資料３) スマート物流サービスが目指す世界



4

スマート物流サービスの研究開発の概要(資料４)

メーカーDB メーカーDB 小売DB 小売DB

小売DB

非効率なサプライチェーン

データ未連携メーカーDB データ未連携

「ＳＩＰスマート物流サービス」

物流・商流データ基盤

課題

研究開発

目指す世界

研究開発項目（B）

研究開発項目（A）

作業生産性
向上

トラック
積載率向上

在庫量削減
トレーシング
強化

省力化・自動化に
資する自動データ
収集技術の開発

重量・採寸情報等

作業情報等

荷台情報等

データ連携 データ連携 データ連携

目標

生産性向上

Society5.0の具現化

卸DB 卸DB

卸DB

物流・商流
データ基盤の構築
サプライチェーンの上流から下
流までを繋いだ高度なデータ
連携による物流効率化。

データの標準化

要素基礎技術開発

プロトタイプ
モデル実装
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プロトタイプ開発・現場実証・導入
（SG通過テーマ）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト

実現可能性確認
（６テーマ）

プロトタイプ開発・現場実証・導入
（２テーマ）

データ
基盤
への
実装

追加の業種等データ基盤構築
（要素基礎技術・標準化導入等）

プロトタイプ基盤の高度化
（要素基礎技術・標準化導入等）

要素基礎技術の開発

SIP標準ガイドラインの導入・普及

個別管理データ抽出・変換技術

アクセス権限コントロール技術

他プラットフォーム連携技術

非改ざん性担保技術

横断的データ利活用技術

ビッグデータ
解析モデル実証

業界横断的活用技術
・データ蓄積機能
・標準マスタ機能
・要素基礎技術共通処理

業界等プロトタイプ
データ基盤構築

検
証

・要素技術の基礎研
究

・各業界の物流実態
調査

・物流に関する先端
技術調査

・横断的戦略検討

・海外動向調査

・物流に関する先端技
術調査

・海外動向調査

・研究開発
体制の構築

研究開発項目（B）

物流・商流データ
基盤に関する技術

省力化・自動化に資する
自動データ収集技術

研究開発項目（A） 【要素基礎技術・横断的データ利活用技術】

【データ基盤構築技術】

【自動データ収集技術】

(資料５) スマート物流サービスの研究開発の工程
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推進委員会
議長：PD（SPD）
事務局：内閣府
委員：経済産業省、国土交通省等

支援機関

国立情報学研究所

社会実装WG（共通機能等のあり方・運営）

社会実装MTG（業種等基盤の実装）

標準化検討WG（標準化の導入・普及）

関連業界との情報交換会

スマート物流サービス社会実装検討会

管理法人
知財委員会

評価委員会

SPD（荒木 勉）

PD
（田中 従雅）

荷物データ
を自動収
集できる荷
降ろし技術
による省人
化の実現

徐剛
(Kyoto 

Robotics)

代表機関

佐川急便

Kyoto
Robotics

早稲田大

フューチャー
アーキテクト

スマホＡＩ
アプリケー
ション基盤
技術による
省人化の
実現

佐藤峻
（Automagi）

東京大

アンチコリ
ジョン技
術を用い
た安価な
タグによる
省人化の
実現

村瀬清一
郎

（東レ）

専属便の
組み合わせ
配送に向け
たデータ収
集技術によ
る省人化
及び高い
人材定着
率の実現

後平佐保子
(ロジクエス

ト)

城東情報研
究所

エフプレイン

画像認識
を用いた
自動デー
タ収集シ
ステム技
術による
省人化の
実現

亀山博史
(グローリー)

荷姿ラベル
キャプ

チャー技術
による省人
化の実現

内田雄治
（JPR）

日用
消費財

ドラッグスト
ア・コンビニ

等
医療機器等 地域物流

要素基礎
技術

研究責任者

森悦司
(富士通)

支援機関

京都大

早川典雄
(セイノー情
報サービス)

折笠俊輔
(流通経済
研究所)

加藤弘貴
(流通経済
研究所)

岐阜大

アピ

美濃工業

未来工業

西濃エキス
プレス

ハートランス

未来運輸

AMDD

日本通運

早稲田大

明治大

関東学院
大

早稲田大

明治大

関東学院
大

医療材料

平野義明
(帝人株式
会社)

三菱UFJリ
サーチ＆コン
サルティング

SHIPヘルス
ケア

ホギメディカル

聖路加国際
病院

東京医科歯
科大学病院

佐川急便

アパレル

長谷川裕治
(日本アパレ
ル・ファッション
産業協会)

オンワード樫
山

Ridgelinez

三菱UFJリ
サーチ＆コン
サルティング

衝撃・温度
計測ができ
る印刷型フ
レキシブル
センシングデ
バイス技術
による高品
質物流の
実現

時任静士
(山形大)

ケーブルア
ンテナ・棚ア
ンテナ技術
を用いた安
価なリー
ダーよる省
人化の実

現

岡野好
伸

(東京都
市大)

ヨメテル

伊藤忠商
事

大橋禎顕
日本通運㈱
事業開発部 専任部長

坂本浩之
富士通㈱流通ビジネス部
ロジスティクスビジネス部シニアエキスパート

研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者

支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関 支援機関

研究責任者

支援機関

研究責任者

支援機関

研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者 研究責任者

支援機関
支援機関

※ S I P 国 費 に よ る 研 究 は 完 了
民 間 に よ る 実 装 準 備 に 移 行

荒木勉
上智大学名誉教授

SPDSPDSPD

フェローフェロー フェロー

基礎要素技術 業種等データ基盤構築技術 現場導入段階実現可能性確認段階

中河龍司
(日本電気)

(資料６) スマート物流サービスの研究開発体制（2022年4月～）
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「ＳＩＰスマート物流サービス」

物流・商流データ基盤

要素基礎技術の開発

IaaS

PaaS

データ
連携基盤

③個別管理データ抽出・変換技術

①アクセス権限コントロール技術

共通インターフェイス
業務

共通API

Enterprise Blockchain

⑤他プラットフォーム連携技術

②非改ざん性担保技術

Cloud Service

MART、DWH、Hadoop、
EDI/HTTPS

④入出力高速処理

画像認識
APP

共同配送
APP

共同保管
APP

ﾄﾚｰｼﾝｸﾞ
APP

共同調達
APP etc…

京都大研究責任者 富士通 株式会社 支援研究機関

業種等データ基盤構築

アプリケーション

日用消費財 ドラッグストア・コンビニ等

医薬品医療機器等地域物流
2019年～

物流・商流データ基盤をいち早く社会実装するため、物流課題が多い業種等で導入

医療材料 アパレル 2021年～

(資料７) 要素基礎技術の開発と業種等データ基盤の実装
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：利用方法や概念を示した概要資料

物流情報標準ガイドラインの構成ドキュメント
◼ 物流情報標準化の対象と各ドキュメントの位置づけ

物流業務プロセス標準

（物流業務プロセスの標準化）

物流メッセージ標準

（物流情報標準メッセージレイアウ

ト）

物流共有マスタ標準

（物流情報標準共有マスタ）

運送計画や集荷、入出庫、配達といった物

流プロセスの流れやルールを定義する。

運送計画情報や出荷情報、運送依頼情報
等に関するメッセージを定義する。

SIPスマート物流サービスの物流・商流データ基

盤において、各々の業界PF（業界ごとの利用

モデル）が共通で利用できるマスタを定義する。

背景
物流業界では、書面手続や対人・対面によるプロセスの多さ、トラック積載効率の低迷等が大きな課題となっている。各

企業個別にデジタルによる効率化を図った結果、相互に円滑な情報の受け渡しがしにくく、サプライチェーン全体としての効
率性が損なわれている。

目的
解決策の1つであるデジタル技術の活用、データの可視化・連携のためには、その前提として情報に関する標準化が必要。

物流の効率化・生産性向上を実現するサービスである共同運送、共同保管、検品レス、バース予約について、それぞれの
実現のために必要なメッセージやデータ項目の標準形式を定める。

◼ 物流情報標準化の背景と目的

物流情報標準ガイドライン

物流情報標準メッセージレイアウト

物流情報標準共有マスタ

物流情報標準データ項目一覧

：標準形式を示した詳細説明資料

■ コード標準化に対する方針：物流情報標準メッセージレイアウトおよび物流情報標準共有マスタで使用する日付表現や場所コード、企業コード、商品コード、

出荷梱包コード等の標準化の方針であり、必須コードと推奨コードを規定。

(資料８) 物流情報標準ガイドラインの概要
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(資料９) 省力化・自動化に資する自動データ収集技術の開発概要
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